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職場における感染症予防のための確認チェックリスト
（解説編）
本解説編は、確認チェックリストをもとに具体的な対応を行う際の参考にしてください。　　　　　
Ⅰ．作業員への感染予防行動の周知

１．手洗い、手指消毒、咳エチケット、体温チェックなど感染予防行動について作業員に周知する。

これらの行動が、感染防御に大変重要であることを作業員に周知しましょう。特にノロウイルスは、数十個のウイルスによっても感染が成立する感染力の強いウイルスであることを強調しましょう。
２．職場で流行する感染症（インフルエンザ、ノロウイルス）と症状、感染経路、予防法について作業員に教育する。

感染対策を実施するためには、それぞれの作業員が自らの健康状態を確認でき、適切な予防対策が取れることが重要です。特にインフルエンザやノロウイルスは、これからのシーズンに流行する大きなリスクですので、作業員教育を行いましょう。

Ⅱ．日頃の作業員の健康管理

３．作業前のミーティングなどで、作業員の体調（発熱、咳、下痢や嘔吐、その他）を確認する。
感染症予防には、有病者に対する水際対策が重要です。作業員の中には、多少の自覚症状があっても無理をして作業に加わることがあります。毎朝や作業前のミーティングで、必ず作業員の体調を確認しましょう。







４．作業員に発熱、咳、嘔吐や下痢などの症状がある際には、必ず上長に報告するよう指導する。
作業員からも、症状があれば上長に自己申告することが重要です。作業員教育の中では、症状があれば速やかに報告するように指導しましょう。

５．新たに2週間以上働く作業員にはインフルエンザの予防接種を受けるように指導する。
既に多くの作業員がインフルエンザの予防接種を受けています。本格的な流行がこれから始まりますので、今後２週間以上働くことが予定されている新たな作業員については、インフルエンザの予防接種を受けるように指導しましょう。今後もJVメディカルセンターで予防接種が受けられます。

Ⅲ．感染予防のための職場環境管理

６．作業員が共用で利用するトイレは、清掃ごとにトイレの便座、ドアノブなどをきれいに拭き取る。

最も多くの人が触れるため、集団感染の原因になる場所を念入りに清掃します。特に、トイレの便座やドアノブの消毒は大変重要です。ノロウイルスの感染疑い者が発生した場合の対策としては、0.1%次亜塩素酸ナトリウム消毒剤（商品名：ハイター、ミルトン、ヤクラックスD液等）を使いましょう（新規の感染疑い者が発生しなくなっても３日間程度は消毒を行います）。

７．休憩室、施設の出入り口など動線上で手指消毒ができるような手指消毒用のアルコール剤などを準備する。

作業員が手指消毒を習慣として行うためには、必要な場所にアルコール剤が置かれていることが重要です。インフルエンザ用のアルコール剤にはノロウイルスに効果がないものが多いため、ノロウイルスに対しても効果が確かめられているアルコール剤として、“丸石製薬の速乾性手指消毒薬ウエルセプト”や“サラヤ製のウィル・ステラＶＨ”等が推奨します。　
８．洗面台の石鹸は、ボトル式の液体石鹸（プッシュ式洗剤等）とし、固形石鹸は使わないようにする。

適切な手洗いのためには洗剤の配備は重要ですが、固形石鹸は、それ自体が集団感染の温床になることがあります。必ずプッシュ式のボトルに入った液体石鹸を用いましょう。インフルエンザやノロウイルスなど広く病原体に有効な“シャボン玉石けんのバブルガード”が推奨品です。

９．咳エチケット、下痢・嘔吐対策などの感染予防のためのポスターなどを、職場やトイレなどに掲示して、感染予防策の重要性を周知する。

作業員が正しい感染予防行動や症状の報告を促すために、ポスターなどを職場やトイレなどに掲示して、周知しましょう。

Ⅳ．発生時の対応策等の準備

１０．嘔吐物の処理など、清掃のルールを決め、必要な薬品や備品を整備する。

職場で嘔吐者がいた場合や下痢でトイレを汚した場合、吐物にノロウイルス等の病原体が混じっている可能性が大です。二次感染を防ぐためにも清掃のルールを決めるとともに、必要な薬品や備品を整備しましょう。その際、チェックリストの処理のポイントを参考にして、清掃者の防御を厳格に行ってください。また、使用していた全面マスクは返却せず、「元請会社名」「所属会社名」「名前」「日付」を記入したビニール袋に入れて密封した後、東京電力の放射線防護管理Ｇに直接渡してください。
１１．発症時の、事業所の内での報告手順、連絡する医療機関(地域の医療機関、JVメディカルセンターなど)をあらかじめ定めておく。

発症者が出た際の速やかな情報共有は大切です。事業所内の報告に加えて、東電および医療機関への報告先を、以下の原則を参考に定めておきましょう。東京電力への連絡先については、発生場所が作業場であれば所管の医療班(1F・2F・JV)、作業場の外(各社の宿舎など)の場合はその作業員が入構予定の医療班となります。また、医療機関については、12の解説を参考にしてください。
１２．１F構内など発生場所ごとに、発症した作業員の搬送方法について事前に確認する。

迅速な搬送を行うとともに、発症者に接触する作業員を増やさないために、予め搬送方法を事前に確認しておきましょう。１F構内、宿舎、移動中など、発生場所ごとに決めておくといいでしょう。

受診先は、作業場内での発生であればJV診療所（JVメディカルセンター）、警戒区域外で発生した場合は速やかに近隣の医療機関が原則となります。
１３．発生時に対応する担当者や専門職(産業医、産業看護職、衛生管理者など)をあらかじめ定めておく。

発症者が出た際、担当者や社内の専門職が適切な対応を行うことが必要です。迅速な対応のために、対応チームを作っておきましょう。

Ⅴ．確認と改善

１４．定期的に対策の実施状況を確認して計画的に改善を図ることをルール化する。
毎週行われる衛生管理者の職場巡視や月に１回の産業医の職場巡視の際など、定期的に対策の実施状況を確認する機会を決めておきましょう。また、確認した結果にもとづき改善を図りましょう。
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